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権利変換 

 権利変換とは、各権利者の持つ各々の従前資産が、その評価額に応じて、新たに建築される施設建築物及びその敷地（従後資

産）に関する権利へと等価で交換されることをいいます。また、従後資産に権利変換されるほか、各々の権利に相当する金銭補償

を受ける場合などもあります。 

 

１ 権利変換のパターン 

 権利変換のパターンには、大きく分けて以下の３通りの型があります。 

① 原則型（都市再開発法第 75 条第 2 項） 

 

② 地上権非設定型（都市再開発法第 111 条） 

 

③ 全員同意型（都市再開発法 110 条） 
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２ 権利変換が成立するための床価額 

 再開発ビルの床（土地の持分を含む、以下同様）のうち、各権利者が従前資産の評価額と等価にて取得する床を「権利床」、権

利床以外で、事業費の回収等を目途として参加組合員等への売却または権利者が増床する床を「保留床」といいます。 

 都市再開発法第 81 条及び政令第 28 条により、原則型及び地上権非設定型の場合、権利床価額は、原価（注１）以上で時価（注

２）を超えない範囲とすることと解されます。また、保留床価額は、時価が前提となります。 

 したがって、権利変換が成立するための床価額として 

 原価≦権利床価額≦時価＝保留床価額 

となる必要があります。 

 また、原価が時価を超えるときは、時価をもって権利床価額とすることと解されます。しかしながら、この場合には事業が成立

しないこととなってしまいます。 

 （権利床価額＝保留床価額＝時価＜原価） 

 なお、全員同意型では、都市再開発法第 81 条の適用がなく自由な権利変換が考えられます。 

 この場合には、事業が成立する事業計画であれば 

 権利床価額＜原価＜時価＝保留床価額 

も可能となります。 

 しかしながら、昨今の経済環境下においては、保留床処分の難しさなどから、 

 権利床価額＝原価＝時価＝保留床価額 

が現状といえるでしょう。 

 

（注１） 

 原価＝従前土地・建物評価額＋全事業費－補助金等 

（注２） 

 時価＝鑑定評価３手法の適用により求めた実勢価格 

 

３ 権利変換の参考例 

 これまで、従前資産評価、従後資産評価、並びに権利変換について述べてきましたが、昨今において現実的に事業成立するため

の関係式 

 権利床価額＝原価＝時価＝保留床価額 

を前提としたものとして、以下の設例をご参照ください。 

 

 

共同ビル建替えにおける権利変換 

以上、法定再開発事業の場合の権利変換について述べてきましたが、この権利変換の考え方は、基本には、通常の共同ビル建替え

の「等価交換」の場合なども同様です。 

 法定再開発事業の場合には、都市再開発法に基づき、従前資産から権利変換された従後資産は原始取得されること、従前資産

として建物も評価対象とすること、法定再開発事業特有の税制の特例の適用があること等、共同ビル建替えの場合の「等価交換」

との違いがありますが、事業成立のための床価額の組み立て等は、共同ビル建替えの場合も同様です。 

 したがって、共同ビル建替え等の場合も、法定再開発事業の場合と同様の評価手法等を活用できます。 

 なお、法定再開発事業の場合にも、第三者への保留床処分をせずに、従前の権利者が全床増床するケースもあり得たように、共

同ビル建替え等の場合も、資金調達や事業採算性等の問題がクリアできれば、等価交換によらない建替え等も可能となります。 

 このための方法としては、信託、SPC、リバースモーゲージ等考えられますが、事業実現のための検討課題はまだまだ多いとい
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えるでしょう。 
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